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会社概要 （２０２０年１０月３１日現在）

設立 １９８１年４月

本社 福岡県北九州市

資本金 ４億３，２２８万円

事業内容

デイサービス ホームヘルプサービス

有料老人ホーム ショートスティ

グループホーム 福祉事業

訪問看護 障害支援事業

ケアプラン

従業員数 ２，０４２名

事業所数 １０７カ所
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北海道地区

３事業所

東北地区
２事業所

関東地区
３０事業所

中部地区

１４事業所

四国地区

４事業所

関西地区

５事業所

中国地区
九州地区
４３事業所

事業所

現在の事業所数 （２０２０年１０月３１日現在）

事業名 事業所数

デイサービス ３１

有料老人ホーム ４２

グループホーム ２

訪問看護ステーション ６

ヘルパーステーション ３

ケアプランセンター ２０

福祉用具販売 １

福祉用具レンタル １

就労支援A型事業所 １

７事業所



事業所数推移
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その他事業
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目次

2021年3月期 第2四半期決算概況（連結）

2021年3月期 業績予想及び配当予想

セグメント別の事業概況

2021年介護報酬改定について

新型コロナウィルス対策

当社の取り組むべきこと
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ハイライト

売上高では、デイサービス事業において、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響を受け減収となるも足元の利用件数は改善傾向。
施設サービス事業では、新規施設（鶴見の郷）がフル稼働となり収益に
寄与。既存店での新型コロナウイルスの影響は軽微で、高稼働率を維持、
全体の売上高増に貢献。

営業利益・経常利益については、事業の伸長に伴う介護職員等の人材
を直接雇用にすることで、人件費は増加するも人材派遣や求人費用は
低減。また、新規施設が満室となり、広告宣伝費等の開設費用が低減さ
れるなど、経費は減少。

また、販管費においては、前期発生した消費税の追加計上分が解消さ
れ、費用の発生が抑えられたため、売上高の増収分と合わせ、大幅に
増益。

2021年3月期 第2四半期決算概況（連結）



※四半期純利益は「親会社株主に帰属する四半期純利益」
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2020年3月期
第2四半期(累計）

2021年3月期
第2四半期(累計）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 ７,３８７ ７,７７１ ３８３ ５.２%

営 業 利 益 １１９ ５５０ ４３０ ３５９.０%

経 常 利 益 △３１ ４１１ ４４３ －

四半期純利益 △５７ ２８４ ３４１ －

（単位：百万円）

2021年3月期 第2四半期決算概況（連結）



営業利益の主な増減要因

売上高増
+383百万円
（5.2％）

営業利益
119百万円

2020年3月期第2四半期
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営業利益
550百万円

増加要因
減少要因

2021年3月期 第2四半期決算概況（連結）

2021年3月期第2四半期

その他経費減
＋115百万円 給食・介護人材

等の人件費増
△189百万円

販管費減
+121百万円

売上高増の内訳
デイサービス事業

△34百万円減
施設サービス事業

＋385百万円増

経費減の主な内訳

内製化による
給食委託費
△77百万円減
広告宣伝費及び
求人費用
△32百万円減

その他費用
△ 6百万円減

人件費増加の内訳

デイサービス事業
＋14百万円増

施設サービス事業
＋114百万円増

在宅サービス事業
△3百万円減

その他事業
（含む給食事業）

＋64百万円増

販管費減の主な内訳

消費税追加計上
解消による租税公課
△96百万円減

その他の経費
△25百万円減

在宅サービス事業
＋15百万円増

その他事業
＋17百万円増

営業利益 430百万円 359.0％増



売上高
2020年3月期

第2四半期(累計）
2021年3月期

第2四半期(累計）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 １,７８５ １,７５１ ▲３４ ▲１.９%

施設サービス事業 ５,１１０ ５,４９５ ３８５ ７.５%

在宅サービス事業 ４５４ ４７０ １５ ３.４%

そ の 他 事 業 ３６ ５４ １７ ４６.６%

全 事 業 合 計 ７,３８７ ７,７７１ ３８３ ５.２%

（単位：百万円）
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セグメント別売上高

2021年3月期 第2四半期決算概況（連結）



セグメント別売上高の主な増減要因

売上高+383百万円（+5.2％）

デイサービス事業

施設サービス事業

+385百万円
（7.5％）

在宅サービス事業

その他事業
+17百万円
（46.6％）

7,387百万円

7,771百万円
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増加要因
減少要因

新規施設の売上高増
（鶴見の郷（2019.03））
＋158百万円
既存施設の稼働率の
向上による売上増
＋227百万円

2021年3月期 第2四半期決算概況（連結）

2020年3月期第2四半期 2021年3月期第2四半期

新型コロナによる利
用控え及び一部事
業所のクラスター発
生による売上減等

+15百万円
（3.4％）

ケアプラン事業所
増加に伴う利用者数
増加等

△34百万円
（△1.9％）



※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」

2021年3月期 通期決算見通し
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2020年3月期
（通期）

2021年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

売 上 高 １５,１３２ １５,６３０ ４９７ ３.３% 

営 業 利 益 ５４９ ８７９ ３２９ ６０.０%

経 常 利 益 ２５７ ５９９ ３４２ １３３.２%

当 期 純 利 益 ２０９ ３８５ １７５ ８３.７%

（単位：百万円）

当社グループにおきましては、デイサービス事業において新型コロナウイルスの感染懸念
による利用控えと一部デイサービスでのクラスター発生に伴う事業所休止等の影響はあり
ましたが、現時点でのデイサービスの利用控えは収束傾向にあり、休止中の事業所はござ
いません。また、施設サービス事業においては、引き続き高稼働率を維持しており、施設
内での感染症の集団感染等が発生しないことを前提に当連結業績予想を算定しております。



配当金について

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

2019年3月期 ― ０円００銭 ― 2円００銭 2円００銭

2020年3月期 ― ０円００銭 ― 4円００銭 4円００銭

2021年3月期
（予定）

― ０円００銭 ― 6円００銭 6円００銭
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当社は事業拡大による成長のための投資資金及び内部留保と利益配分との
バランスを念頭に、株主への安定継続した配当に加え業績の伸長に応じた配当を
実施することを基本方針としております。

上記の基本方針を踏まえ、2021年3月期の配当につきましては、業績予想に基づき、
期末配当として1株当たり6円を予定しております。
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デイサービス事業
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施設サービス事業
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2,497室
2,415室

2,515室



今後の事業展開 計画地域
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埼玉県所沢市
武蔵野の郷（仮称）
令和3年6月開設予定

埼玉県蕨市
選定

神奈川県横浜市
応募予定

北海道札幌市
麻生の郷（仮称）

令和3年3月開設予定

宮城県仙台市
応募中
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個別機能訓練加算（現行）

加算名称
個別機能訓練
加算（Ⅰ）

個別機能訓練
加算（Ⅱ）

機能訓練指導員

常勤・専従で１
名以上（サー
ビス提供時間
帯の配置）

専従1名以上
（配置時間の定
めなし）

訓練目的・内容 身体機能向上 生活機能向上

提供方法 人数制限なし
５名程度以下の
小集団

実施者 制限なし
機能訓練指導
員が直接実施

個別機能訓練加算の統合（案）

令和３年改定（議論中）

個別機能訓練加算（統合）

専従１名以上
（配置時間の定めなし）

身体機能・生活機能向上
（柔軟に組み合わせる）

５名程度以下の小集団

機能訓練指導員が直接実施

■ 個別機能訓練加算（Ⅰ）から（Ⅱ）を算定できる体制を構築。
但し、単位数が令和２年１２月１０日時点で不明な為、
条件によっては見送ることも検討。
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介護分野の文書に係る主な負担軽減策（案）

出典：第7回 介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会より

■ 必要に応じて、書式の見直し、又は、ICT等の活用を行い
業務負担軽減に繋げる。
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区分支給限度基準額の計算方法（検討案）

通所介護及び通所リハビリテーションにおける大規模の報酬が適用される事業所を
利用する者の区分支給限度基準額の管理については、通常規模型のサービスを
利用する者と大規模サービスを利用する者との公平性の観点から、通常規模型の
単位数を用いることを検討してはどうか。

出典：第192回 介護給付費分科会より

大規模通所介護施設にとっては、事実上の支給限度額が減額となる為、
利用回数の減少に繋がる。

■ 対象の利用者を確認し、利用回数減がどの程度になるかを
検証し、対策を実施予定。
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新型コロナウィルスへの対策

感染症対策

「感染症対策委員会」を設置。
引き続き厚生労働省通知や自治体の指導に基づき
感染症防止に努めます。

１．感染症防止策の実施

２．利用者・入居者様の体調管理

３．入館制限

４．オゾン発生器の導入
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新型コロナウィルス対策

オゾン発生器をデイサービス・有料老人ホームに導入

新型コロナウイルスについては、オゾンによる不活化を確認した、との報告が
奈良良県立医科大学からプレス発表されました。
感染防止の基本は、３密を避け、手洗い、マスクの着用をすることですが、空気中
のウイルスを、細胞レベルで死滅させることができるオゾン発生器を設置すれば、
感染のリスクを軽減させることができます。
オゾン発生器は、新型インフルエンザだけでなく、従来の季節型インフルエンザや
ノロウイルス、新型コロナウイルスにも効果があることが検証されました。
人体に影響を与えない微量のオゾンが出る家庭用のオゾン発生器でウイルスを
死滅させることはできませんが、常にオゾンが漂っていることで、感染しにくい環境
を創出します。

感染リスク軽減の為、
オゾン発生器を
デイサービス・
有料老人ホームへ導入

出典：オーリック株式会社ホームページ
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介護職員対策について

当社の取り組むべきこと

・文書に負担軽減策等を受け、ＩＣＴ等の導入検討し、
労働環境改善に取り組む。

・国内の労働力減少を見据えて、外国人技能実習生受入継続。
⇒２０２１年 ６名新規受入予定。
・新たな在留資格『特定技能』を利用した受入も検討。
・英語マニュアル、規定整備の推進。

外国人雇用

介護職員の確保と定着

・介護福祉士等の資格取得支援。
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事業展開について

当社の取り組むべきこと

・今後も特定施設の公募があれば、積極的に応募予定。

事業拡大

既存施設の営業強化

・ケアプランセンター増設を行い、デイサービスセンターとの
連携を図る。
令和２年１月 ⇒ 鎌ケ谷ケアプランセンター開設
令和２年６月 ⇒ 花見川ケアプランセンター開設

２０１９年３月末ケアマネジャー：６８名
⇒２０２０年１０月末ケアマネジャー：８０名（１２名増）

・Ｍ＆Ａの検討。



本資料は株式会社シダーの事業及び業界動向についての株式会社シダーによる
現在の予定、推定、見込み、又は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。
これらの将来の展望に関する表明は様々なリスクや不確かさが内在しております。
既に知られたもしくは今だに知られていないリスクや不確かさその他の要因が、
将来の展望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。
株式会社シダーは将来の展望に対する表明及び予想が正しいと約束することはできず、
結果は将来の展望と著しく異なるか、更に悪いことも有り得ます。

本資料における将来の展望に関する表明は、2020年12月10日現在において利用可能な
情報に基づいて株式会社シダーにより2020年12月10日現在においてなされたものであり、
将来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新し、
変更するものではありません。

本資料の取り扱いについて

2020年12月10日 株式会社シダー
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